
１．はじめに

我が国の地域経済は，地域産業の停滞，雇用・就業機

会の減少，少子高齢化の進展により，都市との格差は拡

大しており，地域産業の基盤である農林水産業や中小企

業の中心とする商工業の活性化は喫緊の課題となってい

る．特に，農業を取り巻く環境は厳しく，１９９５年のWTO

以降の農業貿易交渉及び誘致企業等を柱とする地域企業

の衰退は農家の兼業機会を減少させ，農業の担い手の高

齢化や後継者の不足につながり，農地の遊休化等深刻な

状態となっている．

こうした課題に対応するために，平成１５年４月からの

構造改革特別区域法の施行や，平成１７年の農地制度改正，

平成２１年の農地法等の一部改正により，さらに農業生産

法人以外の参入の規制が緩和されている．

また，国は平成２０年度より，農林水産業の優れた素材

に商工業の技術，ノウハウなどを活用した産業間での連

携を一層促進し，農林水産物を使った新商品の開発や販

路開拓などにより，雇用，所得の向上につなげ，地域経

済の活性化を図ることを目的に，農商工等連携促進法・

企業立地促進法改正法を制定し，農商工連携の支援を推

進している．

地域に向けた国の公共投資も縮小されていく現状にお

いて，地域の維持・活性化を図っていくには，地域内で

農業，建設業，工業，商業，観光業等の産業が相互に関

連を持ち，地域内で循環経済を構築していく必要がある．

このような情勢の中で，中山間地域の経済において雇用

の柱となっている建設企業等は，雇用，ひいては地域の
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存続のために農業生産や，関連商品の開発等の農商工分

野への進出し，複合的経営に取り組んでいる．

本研究では，こうした企業体の経営が与える地域への

経済波及効果を定量的に推計し，その重要性を評価する

こととする．事例として島根県奥出雲町の国営農地にお

いて，特区認定を受け，農業参入と関連商品開発等を行

う建設企業等の実態を調査するとともに，奥出雲町の産

業連関表を作成し評価する．

２．課題と方法

企業の農業参入については，農業参入の事例を取り上

げ，地域農業との関係構築の重要性，課題を抽出したも

の（室屋，２００５）１）アンケート調査及び実態調査により参

入企業の地域内で求められる役割と経営の存立条件につ

いてのべたもの（大仲，２００７）２）地域との連携を軸として

参入企業の実態を整理し，その意義と課題について考察

したもの（室屋，２００７）３），構造改革特区による企業農業

参入についてその農業経営実態から農業参入企業に今後

必要な政策について述べたもの（大仲，２００８）４），等農水

省及び自治体データや，事例調査により，分析や考察が

なされている．

また，島根県内の農外企業参入の実態については，中

山間地域農村経営論（谷口，２００９）５）の提示にあたり，島

根県江津市桜江町の農業特区及びそれ以外の農業参入・

総合産業化等についてその実態について明らかにされて

いる．

農外企業参入を地域や参入企業の経済的効果の側面か

らの検証を論及したものには山本，２００７６）がある．山本は

島根県の作成した島根県産業連関表９３分類表，３４分類表

（２０００年），中国地域産業連関表５２分類表を用いて島根県

を対象範囲として，産業構造の実態を整理し，農業部門

を中心に各産業間の位置づけや構造的課題を明らかにし

ている．

公共投資や企業誘致などが，地域経済に与える経済的

な解明については，都道府県産業連関表による経済波及

効果算定により，分析・評価が行われている．また，県

全体の企業の農業参入を評価する場合こうした都道府県

産業連関表を使用することは有効と考えられるが，売上

高の少ない特定企業等の農業生産活動が農業政策の基本

となる市町村レベルの対象地域に与える影響については

評価がしにくく，農業生産活動の評価としては多くの場

合売上高等により評価されているのが一般的である．

本研究では対象地域を中山間地域の市町村を単位とし

て，地域への波及効果等を関連づけて評価することとし，

売上高等に加え，事例として取り上げる奥出雲町の産業

連関表を作成し，町の産業構造を概観し，調査対象企業

体の地域への重要度，経済波及効果について分析・評価

することとする．

３．調査対象地域（奥出雲町）の概要

（１）地域の概況と国営農地開発事業の概要

島根県奥出雲町は，平成１７年３月に旧仁多町と旧横田

町の合併により誕生し，島根県の東南端に位置し，中国

山地の嶺を隔て広島県と鳥取県に接する．総面積３６８．０６

km２人口１４，６７４人４，８９１世帯（平成２３年４月１日現在）

で，人口規模的には県内２１市町村の内では中位以下であ

るが，総人口に占める農家人口割合は５７．６％と高く農林

業は奥出雲町の基幹産業となっている．

町行政も１００％町出資の農業関係第三セクターによる

雇用創出，仁多米，仁多牛，奥出雲椎茸などのブランド

化に取り組んでおり，主要農産物は，表１のとおり水稲

（１９．１億円）肉用牛（７．５億円）菌生椎茸（１２億円），野菜

（２．４億円）となっており，島根県の中でも生産額におい

てこれらの分野では，上位を占めている．

奥出雲町の農外企業の参入対象となった，国営横田地

区農地開発事業は，島根県横田町（現奥出雲町）１町を区

域として計画され，昭和４４年に調査を開始して以来，調

査期間７年，工事期間２１年を要して平成７年度に事業を

表１ 奥出雲町主要農産物の島根県における生産額（量）農家人口割合

県内
順位

水稲生産額
（千万円）

肉用牛生産額
（千万円）

野菜生産額
（千万円）

椎茸生産量
（トン）

農家人口割合
（％）

１ 出雲市３５７益田市１６６出雲市１６７奥出雲町９５９．１邑南町５８．４％

２ 安来市２７２雲南市１０２益田市１５６出雲市２４７．２奥出雲町５７．６％

３ 松江市２３９大田市 ９０松江市１３２雲南市２００．８飯南町５４．２％

４ 雲南市２３７出雲市 ７７安来市 ８８飯南町２００．０美郷町４８．１％

５ 奥出雲町１９１奥出雲町 ７５斐川町 ６６邑南町１７３．０雲南市４７．１％

６ 斐川町１７６安来市 ４５雲南市 ６４吉賀町１０２．１吉賀町４５．２％

７ 大田市１６３飯南町 ２２浜田市 ４８美郷町 ７６．２安来市３６．３％

８ 邑南町１４０松江市 １９邑南町 ４２浜田市 ７５．６津和野町３６．２％

９ 浜田市１３８西ノ島町 １５大田市 ３５松江市 ７２．７斐川町３３．７％

１０ 益田市１０３邑南町 １３奥出雲町 ２８隠岐の島町 １７．７川本町３０．７％

… … … … … …

県全体 ２，３９３ ６８４ ９４４ ２，１５５ ２３．２

（資 料）農業経営体数，農家数，農家人口等は，農林水産省「２００５
年農林業センサス」，農業産出額は，農林水産省「平成１８年生産農
業所得統計」，野菜は，農林水産省「平成１８年産野菜生産出荷統計」，
畜産は，農林水産省「平成１９年畜産統計調査」，椎茸は，島根県
「平成２１年次特用林産物の市町村別生産量」
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完了している．７）

事業導入当時，国内の農業生産は，過剰在庫米や食糧

管理制度のもとで財政負担が国家財政を圧迫し，日本の

農政始まって以来の稲作転換政策を打ち出され，本格的

な生産調整に入ることとなった状況にあった．当時の横

田町は水稲作と和牛繁殖を中心とした単純，粗放的な生

産構造を改め，当時，島根県の計画構想に取り上げられ

た大規模農地開発事業について，県内では前例のない大

規模事業に一町で先行して取り組むこととなった．

農地開発の概要は表２のとおりである．本事業は期間

中の国内農業情勢の変化を受けて，開発面積の縮小など

による二度の計画変更を行い，農地造成面積３７５ha，開発地

農家数は５８９戸にて平成８年度に事業完了となっている．

国営農地開発事業の工事完了後の課題としては，①零

細な開発農地所有者が大多数を占め土地利用型や生産性

の高い営農の推進ができないこと．②地域の地質は花崗

岩が風化したマサ土層であり，土壌の熟化が進まず生産

性が低いこと．③開発農家の高齢化，減少からくる作付

放棄地の拡大④二度のにわたる計画変更による面積縮小

による１０aあたり事業費拡大による経営コストへの負担等

があげられている．

事業完了から１０年以上が経過し，事業完了時の課題が

そのまま顕著化した状況にとなっている．

（２）特区認定による企業参入

横田町では，当時，農業就業人口が１，９２４人（平成２年）

から１，４８２人（平成１２年）へ２０％以上も減少し，就業人

口に占める６５歳以上の割合が６５％に迫り，農地の減少

に加えて耕作放棄地は平成２年の２１haから平成１２年に

は５６ha（耕作放棄地率４．２％）へと年々増加する傾向に

あった．とくに耕作放棄地の６割強が畑（樹園地含む）

であり，１０年間に３．６倍も増加する極めて速いペースで

耕作放棄が進行していたことから，町内の畑地の大半が

所在する農地開発地を中心に，早急に耕作放棄地の解消

対策を進める必要があった．

このため農業参入を希望する地元建設業者や食品関連

企業等に対して積極的に農地の集積を進め，大規模かつ

効率的な企業的農業や収益性の高い観光農業等の振興を

図ることを主目的に平成１６年１２月に構造改革特区の認

定を受けている．８）構造改革区域内では，耕作放棄地など

利用度の低い農地を優先的に集積するとともに，農地の

権利移動については農地保有合理化法人が関与した賃借

権を設定するものとした．

こうした町の新たな担い手の確保対策に呼応し，平成

１７年に地元建設企業３社が農業参入を行い，その後，地

域外の１企業を含み４社の農外企業が参入を果たしてい

る．また，これに加え，町外企業１法人を含む６法人が

開発農地への参入を果たしている．

開発農地５３団地の作付可能面積２７２haに対するこれら

の集積率は，農外企業参入計で１４．５％（１７団地，４３．１

ha），農業生産法人で５．５％（６団地，１５．８ha）となって

おり，農外参入企業，農業生産法人の占める割合は２０％

に及ぶ規模になってきている．

品目としては，飼料作物，茶，青汁原料，ブルーベ

リー，唐辛子，エゴマ，さつまいも等である．

４．建設企業等の進出にみる地域経済への波及効果

（１）奥出雲町産業連関表の作成

産業連関表の作成は莫大な費用と労力，データが必要

となることから，都道府県産業連関表をもとに，他の統

計データを用いて市町村レベルの産業連関表を作成する

手法が提案されている．９）今回はこれらの推計方法の中で

経済産業省北海道経済産業局（平成２１年３月）１０）の手法

に準じ「平成１７年島根県産業連関表」１１）をもとに，既存

の公刊統計資料から平成１７年時点の奥出雲町産業連関表

を作成し，島根県産業連関表との比較等１２）から当地域の

経済規模，産業構造，循環等の概要を把握し，対象分野

の奥出雲町地域経済への波及効果を分析・推定する．

中間投入部門数についてはデータの制約上，平成１７年

島根県産業連関表部門分類表の統合大分類の３６分類を基

本とするが，今回は国営農地への企業の農業参入を取り

上げており，その傾向を詳細評価することを目的に農業

表２ 横田地区国営農地開発の概要

項 目 事業内容

事業期間 昭和４９年度～平成８年度

総事業費 約３０７億円

造成面積 ３７５ha（地区内５３団地）

開発地農家数 ５８９戸

畑地面積 ２９２ha（栽培可能面積２７２ha，１団地平均５．１ha）

灌漑施設
坂根ダム（７９万 t、パイプライン１４９km）
揚水機場４箇所、ファームポンド３個所

附帯施設 稲原地区潅漑排水７５ha

農家造成負担金
２７４，２００円／１０a
償還期間：平成１２年～２９年（１８年間）
期間平均の年額：１５，２３３円／１０a

（資 料）事業誌「豊潤なる大地」（中四国農政局横田開拓建設事業
所）及び奥出雲町提供資料より作成

糸原ほか：建設企業等の農商工分野進出による地域経済への影響 ２５



部門から耕種農業を抽出することとし，関連性の深い個

人サービスから飲食店・宿泊業を抽出した．

最終需要部門については，家計外消費支出，民間消費

支出，一般政府消費支出，総固定資本形成，在庫純増，

移輸出とする．

粗付加価値部門の数は家計外消費支出，雇用者所得，

営業余剰，資本減耗引当，間接税，補助金とする．

表の形式は分析の目的が奥出雲町内の産業間取引と経

済波及効果を分析するものであり，地域内表とする．ま

た平成１７年島根県産業連関表と同様に目的と資料的制約

から競争移輸入型を採用することとする．

価格評価については実際価格による生産者価格評価（生

産額及び取引額は消費税が含まれるグロス表示）とする。

推計方法としては，すでに作成されている産業連関表

の係数を利用し，既存の公刊統計資料により得られる奥

出雲町単位の情報を勘案し，推計作業を行うこととする．

対象とする産業部門に一定の最終需要が発生した場合

の生産波及効果を算定するため，逆行列表を作成する．

島根県では競争輸入型（I－A）－１型と競争輸入型［I－（I－M）

A］－１型の二つの型を公表している．今回作成する奥出雲

町産業連関表についてもこの２つの型の逆行列表を作成

するものとする．作成手法については市販の表計算ソフ

トを利用して算出するものとする．１３）

図２は作成した奥出雲町産業連関表の基本取引表から

みた，財・サービスの流れである．また，表３～５により，

供給の構成，需要の構成，中間投入と付加価値について

島根県表と比較して概観する．

まず，総供給としては，１３０，５６１百万円であり，この内

訳は町内生産が７８，７０２百万円（総供給の６０．０％），移輸

入が５２，２５９百万円（総供給の４０．０％）である．島根県産

業連関表と比較すると，域内の生産額は，県の７１．１％に

対して，６０．０％とかなり低く，移輸入の依存度が高い．

町内総生産のうち，生産に用いられる原材料等の中間投

入は，３５，７１４百万円で，町内生産額の４５．６％である．こ

の中間投入の構成比は財が７３．８％，サービスが２６．２％と

なっており，財がかなり高い割合を占める産業構造となっ

ている．

生産活動から生み出される付加価値は，４２，５８７百万円

で町内生産額の５４．４％となっており，その割合は島根県

産業連関表の粗付加価値率５６．１％と比較すると，若干県

より低付加価値型の経済構造であると考えられる．この

粗付加価値額の構成は，雇用者所得が２０，５５０百万円

（４８．３％），営業余剰が９，５０２百万円（２２．３％），資本減耗

引 当９，４５０百 万 円（２２．２％），そ の 他３，０８５百 万 円

（７．２％）となっており，企業収益率が県より低いくなっ

た部分は雇用者所得，資本減耗引当により分担している

表３ 供給の構成

区分
金額（百万円）

総供給の構成比
（％）

県 奥出雲町 県 奥出雲町

県（町）内生産額 ４，５２６，８１０ ７８，３０２ ７１．１ ６０．０

移輸入 １，８３９，７７４ ５２，２５９ ２８．９ ４０．０

総供給 ６，３６６，５８４ １３０，５６１ １００．０ １００．０

図１ 奥出雲町産業連関表の作成手順

図２ 奥出雲町産業連関表からみた財・サービスの流れ
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状況となっている．

総需要は１３０，５６１百万円であり，この内訳は中間需要が

３５，７１４百万円（総需要の２７．４％）町内最終需要９４，８４６百

万円（総需要の７２．６％），移輸出額が５２，２５９百万円（最

終需要の２９．９％）となっている．「商品」を作るための原

材料としての中間需要は，県構成比の３１．２％に対して

２７．４％であり，域内外での調達される割合が多い．域内

取引が県に比して少ないだけでなく，これは奥出雲町に

存在しない産業，業種が存在することも想定される．

町内最終需要は６６，５０６百万円であり，この内訳は消費

４１，６００百万円（町内最終需要の６２．６％）投資２４，９０６百万

円（町内最終需要の３７．４％）となっている．

（２）町内生産額の産業別構成

町内生産額の産業別構成（図３）については，７８，３０２百

万円となっており，島根県の県内生産額４，５２６，８１０百万円

１．７％を占めている．１３部門にて産業別構成をみると，

最も構成割合が高いのが，製造業で全体の２８．３％を占め

ており，県の割合に２３．９％に比べ大きな割合となってい

る．また，建設業については，県の１０．６％に対して

２０．１％，農林水産業については，県の２．５％に対し

て，７．９％と極めて高く，特徴的な構成であり，地域の重

要な産業となっていることが示されている．

産業の中間投入，粗付加価値の投入構造の違いから，

生産額の構成比とはかなり異なっている（図４）．最も構

成比の高い産業はサービス業の１９．４％となっており，次

いで製造業の１８．２％，建設業の１７．４％となっている．生

表４ 需要の構成

区分
金額（百万円）

総需要の構成比
（％）

県（町）内最終
需要の構成比（％）

県 奥出雲町 県 奥出雲町 県 奥出雲町

総需要 ６，３６６，６４３ １３０，５６１ １００．０ １００．０ － －

中間需要 １，９８８，６６０ ３５，７１４ ３１．２ ２７．４ － －

最終需要 ４，３７７，９８３ ９４，８４７ ６８．８ ７２．６ － －

県（町）内最終需要 ２，９５４，６９８ ６６，５０６ ４６．４ ５０．９ １００．０ １００．０

消費 ２，２４１，４４３ ４１，６００ ３５．２ ３１．９ ７５．９ ６２．６

投資 ７１３，２５５ ２４，９０６ １１．２ １９．１ ２４．１ ３７．４

移輸出 １，４２３，２８５ ２８，３４１ ２２．４ ２１．７

表５ 中間投入と粗付加価値

区分
金額（百万円）

生産額の構成比
（％）

中間投入額・粗付加価値額
の構成比

県 奥出雲町 県 奥出雲町 県 奥出雲町

財の投入 １，０５０，８２０ ２６，３４５ ２３．２ ３３．６ ５２．８ ７３．８

サービスの投入 ９３７，７８１ ９，３６９ ２０．７ １２．０ ４７．２ ２６．２

中間投入計 １，９８８，６０１ ３５，７１４ ４３．９ ４５．６ １００．０ １００．０

家計外消費支出（行） ８２，４８９ １，１８３ １．８ １．５ ３．７ ２．８

雇用者所得 １，２１５，３０３ ２０，５５０ ２６．８ ２６．２ ５３．９ ４８．３

営業余剰 ５３５，７８７ ９，５０２ １１．８ １２．１ １８．２ ２２．３

資本減耗引当 ５７４，０８８ ９，４５０ １２．７ １２．１ １８．９ ２２．２

間接税（除関税・輸入品商品税） １５１，５７３ ２，５４３ ３．３ ３．２ ６．３ ６．０

（控除）経常補助金 －２１，０３１ －６４１ －０．５ －０．８ －０．９ －１．５

粗付加価値部門計 ２，５３８，２０９ ４２，５８７ ５６．１ ５４．４ １００．０ １００．０

県（町）内生産額 ４，５２６，８１０ ７８，３０１ １００．０ １００．０

図３ 県・町内生産額の産業別構成比

糸原ほか：建設企業等の農商工分野進出による地域経済への影響 ２７



産額の構成比と比較するとかなりの割合で，県，町とも

に，製造業，建設業の構成比が低くなっていることが分

かる．農林水産業については国・県ともに生産額と所付

加価値額の構成比が変化していないが，奥出雲町では生

産額構成比７．９％に対して８．７％と構成比が高く，国・県

に比べ，同産業が若干高付加価値化している．

特化係数は，各産業の生産額の国における構成比を１

として比較したものであり，表６で示す特化係数により，

奥出雲町の経済の特徴をみると，農業，鉱業，建設，不

動産，公務が全国水準（＝１）を上回る結果となっている．

特に，鉱業（２２），農業（５．６４），建設（３．０９）について

は，島根県表と比較した場合でも極めて高い数字を示し

ている．

鉱業は，域内だけでなく，域外を公共事業等に使用す

る採砂等が行う事業体によるものが大半であり，県内生

産額の１３％を占めていることがこの特質的な特化係数を

示している．

農業については，前述したとおり，奥出雲町は総人口

に占める農家人口が５７．６％と極めて高いこと，町行政に

よる１００％町出資の農業関係第三セクターによる，仁多

米，仁多牛，奥出雲椎茸などの全国的にも知られるよう

になったブランド化による主要作物（水稲１９．１億円，肉用

牛７．５億円，菌生椎茸１２億円等）が生産額を押し上げて

いると考えられる．

また，建設業は，本県は全国水準に比べ高い産業であ

るが，奥出雲町はそれ以上に依存度が高く国土交通省事

業によるダム建設等の大型プロジェクトの存在も生産額

を押し上げていると考えられる．

製造業については，全国水準よりは０．９と低い値であ

るが，島根県の０．７６よりも高い数値を示している．奥出

雲町は中山間地域ではあるが，他地域に比べ誘致企業が

多く存在しており，これらの影響が大きいと考えられる．

（３）生産波及の大きさ

作成した奥出雲町の逆行列係数表［I－（I－M）A］－１型によ

り，１単位あたりの最終需要に対する生産波及の大きさ

（列和）を３７部門表でみると全産業平均１．１３７００４よりも

生産波及の大きい部門は畜産農業サービス（１．３８０６２７），

表６ 生産額構成比の比較および特化係数

部門名

国 島根県 奥出雲町

生産額構成比
（％）

生産額
（百万円）

粗付加価値額
（百万円）

生産額構成比
（％）

特化係数
生産額
（百万円）

粗付加価値額
（百万円）

生産額構成比
（％）

特化係数

農業 １．４ １１１，２１３ ６２，７４９ ２．５ １．７９ ６，１５７ ３，７０７ ７．９ ５．６４

鉱業 ０．１ １３，２０７ ５，５６４ ０．３ ３．００ １，７２９ ７２９ ２．２ ２２．００

製造業 ３１．６ １，０８２，０６９ ３０３，３４４ ２３．９ ０．７６ ２２，１６５ ７，７４０ ２８．３ ０．９０

建設 ６．５ ４７９，３０９ ２２５，６８１ １０．６ １．６３ １５，７５２ ７，４１７ ２０．１ ３．０９

電力・ガス・水道業 ２．８ ２７５，５７７ １５６，７９６ ６．１ ２．１８ ９６０ ６１８ １．２ ０．４３

商業 １０．９ ３６６，３０６ ２５７，５９９ ８．１ ０．７４ ３，４２２ ２，４０７ ４．４ ０．４０

金融・保険 ４．３ １７４，７２６ １１５，６１９ ３．９ ０．９１ １，１２７ ７４６ １．４ ０．３３

不動産 ６．８ ３３０，３０３ ２９５，３２１ ７．３ １．０７ ６，９６３ ６，２２６ ８．９ １．３１

運輸 ５．２ １７７，４３１ ８１，５８６ ３．９ ０．７５ １，９３２ ８８９ ２．５ ０．４８

情報通信 ４．７ １０８，３７６ ７１，３４８ ２．４ ０．５１ ４５９ ３０２ ０．６ ０．１３

公務 ４ ３４７，１５０ ２７１，１０５ ７．７ １．９３ ４，５３５ ３，５４２ ５．８ １．４５

サービス ２１．３ １，０５７，１９２ ６９１，９７５ ２３．４ １．１０ １２，９６６ ８，２７４ １６．６ ０．７８

分類不明 ０．４ ３，９４９ －４７７ ０．１ ０．２５ ８１ －１ ０．１ ０．２５

合 計 １００ ４，５２６，８１０ ２，５３８，２０９ １００ １．００ ７８，３０２ ４２，５８７ １００ １．００

（資 料）
島根県経済の構造－平成１７年島根県産業連関表－ （島根県政策企画局統計調査課）資料および今回作成した平成１７年奥出雲町産業連関表に
より作成

図４ 県・町粗付加価値額の産業別構成比
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飲食料品（１．２５８５９２），耕種農業（１．２３８７６５），パルプ・

紙・木製品（１．２０２２８０），鉱業（１．１９８７０４），一般機械

（１．１６９５３３），飲食店・宿泊業（１．１６７２６０）等となっている

（表７）．

また，島根県の逆行列表［I－（I－M）A］－１型にて比較する

と，全産業において，奥出雲町の生産波及効果が小さく

なっていることが分かる．これは，奥出雲町の経済波及

効果は，町内だけでなくそれ以外の地域へ波及していく

ことを示している．経済波及効果を測定するには，同じ

需要，投資でもより大きなエリアで評価した方がより大

きく波及効果を算出されることが判断できる．

（４）参入企業への実態調査

参入企業の実態調査から，地域経済への影響を考察す

る．参入規模（面積）が最大である，A社について考察を

行うものとする．A社は奥出雲町の最大規模の建設業者で

あり，事業的には建設業関連以外も，生コン製造，整備

工場，グランドゴルフ場経営など多様な分野を手掛けて

いる．平成２１年度の売上高で見てみると，全体売上の

６１，７６９万円のうち，建設関連の土木工事，測量業務，生

コンクリート販売業務の売上合計が５１，２９４万円であり，８４

パーセントとその殆どを占めており，他分野へ展開を果

たしていながらも，公共事業に大きく依存している．

平成１７年に参入した農業部門の売り上げについては，

平成２１年度売上高で６８０万円であり，構成比としては社

内の売上の１．１％と低水準となっており，企業経営を支

える状況には至っていない．また，図５に示すとおり，

一度も売上原価を超える売上高を達成しておらず，これ

らは本業からの持出しとなっている状況である．

しかし，毎年作付面積を拡大し，確実に事業拡大を図っ

ており，４年目の平成２０年には１，０００万円を超える売上

高を計上するに至っており，売上原価と売上高の比率に

も改善がみられる．平成２１年度は作付面積，売上高等が

減少しているが，これは奥出雲町が農水省事業などを活

用した横田国営農地再生プロジェクト１４）による圃場整備

や土壌改良を実施したことによるもので，参入面積その

ものが減少したものではなく，２２年度以降の売上高は回

表７ 生産波及の大きさ
［I－（I－M）A］（－１）型逆行列係数

産業分類（３７部門） 島根県 奥出雲町

― 全産業平均 １．２８１９０１ １．１３７００４

０１ 耕種農業 １．３０１３０６ １．２３８７６５

０２ 畜産農業サービス １．４１４１３９ １．３８０６２７

０３ 林業 １．２１２９５０ １．１２９４６４

０４ 漁業 １．１３４６２５ １．０６２６３３

０５ 鉱業 １．５１０４５２ １．１９８７０４

０６ 飲食料品 １．３７７１７６ １．２５８５９２

０７ 繊維製品 １．２４５８１１ １．１７５４７３

０８ パルプ・紙・木製品 １．３５４８３４ １．２０２２８０

０９ 化学製品 １．３２４４８６ １．１６２４３７

１０ 石油・石炭製品 １．２６６６１０ １．１０４４８７

１１ 窯業・土石製品 １．３７１８６６ １．１３９８７４

１２ 鉄鋼 １．１９２４０５ １．０５１５９２

１３ 非鉄金属 １．１９８０９０ １．０９５１２５

１４ 金属製品 １．１９２８２８ １．０７０５４５

１５ 一般機械 １．２６４６１４ １．１６９５３３

１６ 電気機械 １．２７９０５８ １．１６１２６１

１７ 情報・通信機器 １．２９４６４６ １．１５２９４７

１８ 電子部品 １．２７１３８０ １．１６８９９９

１９ 輸送機械 １．１８９０９７ １．０８８５４９

２０ 精密機械 １．２４３２７２ １．１２６６１５

２１ その他の製造工業製品 １．２５２６７７ １．１１６８２６

２２ 建設 １．３１６１７５ １．１１２０２０

２３ 電力・ガス・熱供給 １．３３７８００ １．１２３８１７

２４ 水道・廃棄物処理 １．２７９８４２ １．１２３４７４

２５ 商業 １．２６９９８６ １．０９４２５１

２６ 金融・保険 １．３２８８２８ １．０８９１９６

２７ 不動産 １．１２９４０７ １．０６０８３３

２８ 運輸 １．３６９２１９ １．１１１４５９

２９ 情報通信 １．２９４６８３ １．０９７８９３

３０ 公務 １．１７６１４３ １．０７５５７３

３１ 教育・研究 １．１７９１２４ １．０６９１７７

３２ 医療・保健・社会保障・介護 １．２０４３４０ １．０８８３４８

３３ その他の公共サービス １．２４８３０３ １．０８８４５５

３４ 対事業所サービス １．２３７４９０ １．０６９６２５

３５ 飲食店・宿泊業 １．３３５４８９ １．１６７２６０

３６ その他の個人サービス １．２２９２６６ １．０９４５９８

３７ その他 １．６０１９３４ １．３４７８２８図５ A社の作付け面積と売上高（H１７～H２１）

糸原ほか：建設企業等の農商工分野進出による地域経済への影響 ２９



復するものと考えられる．

表８に A社の平成２１年度の農業部門の収支を示す．

農業収入６８０万円の内訳は加工・販売２１９万円（３２．２％）

農産物販売３６６万円（５３．８％），乾燥受託９５万円（１４．０％）

となっている．乾燥受託は他社の農産物乾燥受託であり，

加工販売に関する収入がかなり占めている状況である．

必要な農業支出（売上原価）は２，１６３万円となってお

り，売上総利益として単純評価すると１，４８３万円のマイ

ナスとなり，この額が建設業などの A社の主力業種から

の単純な持ち出しといった状況となっており，採算性の

ない極めて低い経営状況と判断できる．

しかし，地域の建設業の複合経営といった視点で評価

することとし，この農業収支をそうした視点で分析する

と異なる評価をすることが可能となる．

最大の支出額となる労務費８３７万円は，正規職員５名，

パート職員５名の人件費を計上している．正規職員につ

いては農閑期の１２月から３月末の４ヶ月間は本業の建設

業がもっとも繁忙期にあたるため，専ら建設業に従事し

ており，農業の実質年間作業期間は年間の２／３程度にと

どまる．

中山間地域の建設業は，公共投資がその受注額の大半

を占めており，年間を通して平滑化した業務の受注は困

難である．特に中山間地域において今後は公共投資によ

る大型プロジェクトや，臨時的景気対策は減少すると想

定され，工事の年間を通した平滑化となる債務負担等の

年度を跨ぐ工事は期待できず，この傾向は大きく改善さ

れないと想定される．

こうした状況にあって，A社のこの正職員５名の雇用は

建設業の現在規模の受注を確保していく上でも地域の雇

用といった側面からも必要であり，会計上は支障がある

が，地域の建設業の複合経営としての農業部門を評価す

る場合，この農業部門の労務費をそのまま売上原価の構

成ととらえては，地域の企業体の活動実態を正確に評価

しているといえない．

他の経費関係についても，労務費までは顕著でないが，

こうした視点から見れば，建設業等の本業で必要な機器

の整備経費，維持修繕費，減価償却費，福利厚生費等を

社業全体の間接経費に振替えて考慮することが考えられ

る．A社ヒアリングによると労務費を除くその他の農業支

出（農業原価）１，３２９万円のうち，３６６万円（２７．５％）は

振り替えて対応できるものとして整理できる．

こうした観点から労務費を控除し，他経費の本業振り

替えを行った場合の農業支出額（売上原価）は９６０万円

となり農業収入額（売上原価）６８０万円との差額は２８０万

円となり（表９），概ね平成２０年度並みの作付けを行った

場合，それに伴う原価増が生じたとしても農業部門の売

上総利益上は収支ゼロ程度までは評価できる状況にある．

国営農地開発での生産性を土壌改良や営農指導等の強

化により，通常の農地レベルまで向上させていけば，経

営継続可能な程度の収益は計上できるのではないかと考

えられる．

５．奥出雲町産業連関表による経済波及効果の試算

（１）分析の手法と設定

作成した奥出雲町産業連関表の取引基本表，投入係数

表，逆行列係数表［I－（I－M）A］－１をもとに，奥出雲町国営

開発農地に参入した企業の生産活動について，経済波及

効果を測定することとする．

経済波及効果の測定については，各都道府県では分析

ツール等を作成し，ホームページ等に公表している．１５）１６）

今回はこれらの分析シートを参考に奥出雲町の分析シー

表８ A社の農業部門の収支（H２１）

農業収入（万円） 農業支出（万円）

加工・販売 ２１９
唐辛子 ７３
ケール １４６

農産物販売 ３６６
牧草 ２１８
大豆・小豆 ４７
その他 １０１

乾燥受託 ９５

材料費 １７１
労務費 ８３７
地代家賃 ７４
加工料 ７１
販売促進費 ８５
水道光熱費 １８５
減価償却費 ２７
修繕維持費 ９４
重機等経費賦課 １６６
その他 ４５３

総収入 ６８０ 総支出 ２，１６３

（資料）奥出雲町資料および聞き取り調査から作成

表９ A社の農業支出の振分（H２１）

費 用 農業支出
左記より他部門・
共通間接費へ振替

控除後

材料費
労務費
地代家賃
加工料
販売促進費
水道光熱費
減価償却費
修繕維持費
重機等経費賦課
その他

（万円）
１７１
８３７
７４
７１
８５
１８５
２７
９４
１６６
４５３

（万円）

８３７
１２

４
２７
２１
７０
２３２

（万円）
１７１

６２
７１
８５
１８１

７３
９６
２２１

総支出 ２，１６３ １，２０３ ９６０

（資料）A社資料および聞き取り調査から作成

３０ 島根大学生物資源科学部研究報告 第１６号



トを作成するものとする．

通常の産業連関分析で使用されている逆行列係数は最

終需要による変化を求めるものであり，ある特定の産業

の生産額の増加が地域内の産業に与える経済波及効果を

測定する場合はそのまま使用できないため，逆行列係数

表について外生化を行うこととする．その他の分析にあ

たっての前提条件は島根県産業連関表に示す前提条件と

同様とする．

奥出雲町の横田国営農地再生プロジェクトの成果指標

（数値目標）においては，参入企業販売額合計額

を，７０，０００千円としており，今回はこの額を生産額増と

なったこととして波及効果を分析することとする．

生産額増の内訳は，前述した A社の平成２１年度の農業

部門の収支（表８）をみると，耕種農業にあたる農産物販

売が５３．８％，飲食料品等が４６．２％となっており，ほぼ均

衡していることから，これを参考にそれぞれ，３５，０００千

円の生産額の増加があったこととして分析を行うことと

する．

（２）経済波及効果の試算結果

耕種農業３５，０００千円と飲食料品３５，０００千円を合わせた

７０，０００千円の生産額増加は，奥出雲町の地域に一次波及

効果として，１５，９５６千円の生産増をもたらし，粗付加価

値誘発額は７，４８８千円，雇用者所得誘発額は２，９６１千円増

加する．

直接効果７０，０００千円と一次波及効果１５，９５６千円による

所得増および消費増による二次波及効果として，生産誘

発額６，２００千円の需要が生じ，粗付加価値誘発額は４，２７０

千円，雇用者所得誘発額は１，５３９千円増加する．

経済波及効果としての一次波及効果と二次波及効果の

合計は，２２，１５６千円であり，このうち粗付加価値誘発額

は１１，７５８千円，雇用者所得誘発額は４，５００千円となった．

７０，０００千円の生産増による生産誘発額（総合効果）は

９２，１５６千円となり，波及効果倍率（＝生産誘発額（総合

効果）／生産額増）としては１．３２倍となった．

耕種農業と飲食料品とで比較した場合，波及効果倍率

では飲食料品は１．３６倍となっており，耕種農業の１．２７倍

に比べ波及効果は大きい（表１０）．

部門別への波及効果をみると耕種農業は傾向的には農

業分野以外の財の部門には波及効果は少なく，飲食料品

分野にある程度波及効果を期待できるものの，サービス

部門への波及効果が大きい状況にある（図６）．

飲食料品については，自らの食料品部門に影響を与え

るだけでなく，耕種農業や，畜産・農業サービス等の財

の部門への波及効果が，耕種農業の生産額増の場合と比

較して大きい．また，サービス部門への波及効果も，全

般的に耕種農業の生産額増に比べ大きい傾向にある．

６．まとめ

奥出雲町産業連関表による産業連関分析結果から，耕

種農業のみの参入だけでなく，食料品部門などの業種も

組み合わせた方が地域に与える波及効果は大きい．また，

耕種農業，飲食料品の生産額の増加は他部門に比べ，地

域へ高い経済波及効果を与えており，建設業の農商工関

連部門への参入は，企業体としての収支がゼロであって

も奥出雲町の地域経済として考えた場合は重要な経済活

動である．

実態企業の実態調査結果からも，この経済活動は地域

で調達される労務，地代家賃，材料調達，事業者向けサー

ビスなど，地域内の付加価値を高めることに貢献してい

る．奥出雲町国営開発農地に農外参入するこれらの企業

は，地域への貢献意欲は高く，採算性の乏しいこれらの

事業を建設業との複合経営として継続している状況にある．

しかし，地域への貢献意識の高い建設業であっても，

特区による農業参入から既に５年を経過しており，収支

表１０ 波及効果の総括

項 目

耕種農業 飲食料品 合 計

生産誘発額（単位：千円） 生産誘発額（単位：千円） 生産誘発額（単位：千円）

うち粗付加価値誘発額 うち粗付加価値誘発額 うち粗付加価値誘発額

うち雇用者 うち雇用者 うち雇用者

直接効果 ３５，０００ ２０，６０６ ２，２６７ ３５，０００ １２，７４２ ６，０５７ ７０，０００ ３３，３４８ ８，３２４

１次波及効果 ７，４３７ ３，２２１ １，３２８ ８，５１９ ４，２６８ １，６３２ １５，９５６ ７，４８８ ２，９６１

２次波及効果 １，９７５ １，３６１ ４９１ ４，２２４ ２，９０９ １，０４９ ６，２００ ４，２７０ １，５３９

総合効果（直接＋１次＋２次） ４４，４１２ ２５，１８７ ４，０８６ ４７，７４４ １９，９１９ ８，７３８ ９２，１５６ ４５，１０６ １２，８２４

波及効果倍率 １．２７ １．３６ １．３２

雇用創出効果 ２．３３ ４．２９ ６．６２

糸原ほか：建設企業等の農商工分野進出による地域経済への影響 ３１
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ゼロでは，経営部門として存続させる価値は極めて低く，

継続意欲そのものも低下していくことになる．

農業関連部門の採算性の向上による事業継続は建設業

者の雇用維持にも相乗的に可能とする．奥出雲町内の建

設業が会社全体の現在の規模を維持することは，奥出雲

町の建設産業関連の生産活動に寄与するだけでなく，総

人口に占める農家人口割合が５７．６％と県内でも極めて高

い奥出雲町の農家の兼業機会を維持することになる．ま

た，わずかではあるが，地代家賃を農家に支払うことに

より高齢化・担い手不在により耕作が困難な土地所有者

の国営農地開発造成負担金の返済に寄与することができ

ており，奥出雲町の農業政策そのものにとってこれら農

業参入建設企業は重要な存在となっている．

他に新たな産業の創出が少ない中山間地域にとっては，

今後の地域の維持発展のために建設業の農業参入につい

て，早急に売上利益を生ずる最低限の状況までに定常化

を図る必要がある．自治体農業関連施策による支援を確

実に遂行し，成果を上げていくことが重要である．また，

企業体の農業分野進出を本業の建設業の受注においても

さらなる優位性を拡大するなど事業継続意欲を向上させ

る政策も必要である．

今回は奥出雲町を例にとって，精度に着目せず，産業

構造の概観と傾向をみるため，ノンサーベイで簡易な手

法による産業連関表を作成し，評価したが，行政等は今

後も経済構造について可能な限り精度を高めて波及効果

分析等の定量化した分析を行い，効果的に内部循環が高

まる施策を推進し，地域経済の適正化を図っていく必要

があると考える．
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の実態と課題」２００７年度日本農業経済学会論文集，

（pp７５－８２）

３）室屋有宏「企業の農業参入の現状と課題」（pp３５７－

３７０）『農林金融』７月号，２００７

４）大仲克俊「砂丘地域の地域振興における企業の農業

参入」（第１１巻第１号８５－９７）『地域政策研究』高崎

経済大学地域政策学会，２００８

５）山本善久「農外企業参入における地域経済効果と企

業経営の展開方向」（pp４１－５０）『島根県農業技術セン

ター研究報告第３７号』，２００７

６）谷口憲治『中山間地域農村経営論』農林統計出

版，２００９ pp１０－１２，pp１５－１７

７）事業誌「豊潤なる大地」（中四国農政局横田開拓建設

事業所）平成８年３月

８）構造改革特区「奥出雲来遠（らいおん）の里づくり

図６ 部門別波及効果（１次＋２次）
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計画」

９）土居英二・浅利一郎・中野重親『はじめよう地域産

業連関分析』日本評論社１９９６年

１０）平成２０年度管内地域経済情勢の把握にかかる調査事

業「広域経済における地域間産業連関分析に関する

調査」報告書 経済産業省北海道経済産業局 平成

２１年３月

１１）島根県経済の構造－平成１７年島根県産業連関表－島

根県政策企画局統計調査課 統計資料２１－NO．１５

（平成２２年２月）

１２）産業連関表による地域の分析については，経済的に

関連する市町村，または同規模の市町村の産業連関

表を作成し比較する手法や，都道府県産業連関表と

比較分析する「平成１２年相模原市地域産業連関表か

らみた相模原市の経済構造」相模原市２００６などがあ

るが，今回は後者を参考に島根県産業連関表と比較

し，分析する．

１３）表計算ソフトによる逆行列表の作成については石村

貞夫・劉晨・玉村千治『Excelでやさしく学ぶ産業連

関分析』日本評論社２００９による．

１４）土壌改良や営農指導強化によるプロジェクト．「２００８

年度横田地区国営農地再生マスタープラン」

１５）島根県統計情報データベース（島根県政策企画局統

計調査課）

https://pref.shimane−toukei.jp/index.php?view=１４６６７

１６）宮崎県統計調査情報データベース（宮崎県県民政策

部統計調査課）

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/honbu

/toukei/sangyo/bunsekifile.html

糸原ほか：建設企業等の農商工分野進出による地域経済への影響 ３３




